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１．はじめに 
 
１．１ 背景 

 戦後、我が国の社会資本整備は「国土の均衡ある発展」を目指し、国内各地で一斉

に効率的整備が可能な建設生産システムを構築し、官民一体となって社会資本を整備

することにより、急速な近代化を支えてきた。 
 
 しかし、経済成長や社会資本整備も一定のレベルに達した今日、国民の価値観の多

様化、住民参加意識の高まりといった意識変化、財政難、少子高齢化といった社会環

境が大きな変化し、これまでの効率性を重視した画一的な建設生産システムのままで

はたち行かなくなってきた。 
 
 このため、今後の社会資本整備においては、社会情勢の変化や国民・県民のニーズ

を踏まえ、必要な機能・サービスを最小のライフサイクルコストで提供することが重

要となっている。 
 
 Value Engineering（以下「ＶＥ」という。）は、ユーザーの視点から価値（機能・

品質とコスト）を最適化するための考え方並びにその手法であるが、公共事業に求め

られる機能とコストの最適化を追求する上でも有効な管理技術といえる。 
 
 ＶＥは、財政難に対応したコスト縮減を実現するツールとしてのみならず、対象と

する公共施設等が果たす役割・目的に立ち返った検討を通じて、機能の向上を図る取

り組みであり、効果的な社会資本整備、並びに県民の満足度向上につながることが期

待できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

公共工事の価値向上 

設計ＶＥ 

 

技術力の向上 
 

技術的経験の伝承 
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１．２ ガイドラインの位置づけ・目的 

 
 公共事業をすすめるなかで、ＶＥを実施することは有効である。しかしながら、本

県においては、事業執行プロセスの中で、設計ＶＥが十分に活用されていないのが現

状である。 
 このため本ガイドラインは、的確かつ効率的な設計ＶＥの実施に資するよう、設計

ＶＥへの取り組み姿勢、設計ＶＥの実施手順、実施体制などについて、基本的な考え

方を整理したものである。 
 本ガイドラインの活用により、設計段階における最適化が促進され、本県の公共事

業の効率的・効果的な実施、ならびに職員の技術力向上、技術的経験の伝承などに寄

与することを期待するものである。 

 
 
２．設計ＶＥの概要と取組方針 
２．１ ＶＥの概要 

 ＶＥは、一部でコスト縮減と同一視されている場合が見受けられるので、ここでは、

ＶＥの意義や定義について解説するものである。 
１）ＶＥの意義 

 ＶＥは、生産物や生産活動のValue（価値）を改善・向上を図るためのEngineering（工

学）であり、価値工学とも呼ばれている。 
 この手法の一番の特徴は、利用者（ユーザー）の視点に立って、対象とするモノや

サービスの機能（働き）を徹底的に解明するプロセスを踏むところにある。必要とす

る機能を、これまでと異なる手法で実現することによって、コスト縮減を追求するも

のである。 
 つまりＶＥは、「物の本質」を捉えて、エンドユーザーである県民が求めている要

求に対して、コスト縮減と機能向上を両立させながら、最適な調達を実現しようとす

る取組に他ならない。それは、徹底した目的思考と柔軟な発想により、少しでも良い

モノを限られた予算の中で提供しようと願うすべての技術者が行うべき基本的行為と

もいえる。 
２）ＶＥの定義 

 ＶＥの定義は、いくつかあるが、「新・ＶＥの基本」（産能大学ＶＥ研究グループ

 産能大学出版 1998）には、次のように示されている。 
 

  ＶＥとは、 
①「最低のライフサイクルコストで、必要な機能を確実に達成する」ために、

②「製品やサービスの機能的研究に注ぐ組織的努力」である。 

 
 ①の内容は、ＶＥの目的を定義しており、②の内容はその達成手法を示している。 
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２．２ 設計ＶＥの概要 
 
１）設計ＶＥの定義と意義 

  ＶＥは、公共事業をすすめるあらゆる段階に適用することが可能であり、その実施段

階に応じて次のように区分することができる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図－１ 公共事業におけるＶＥ 

 
 
 
 つまり、設計ＶＥは、発注者が企画・計画・設計段階において、取り組むＶＥ活動

を意味する。 
 事業の上流である設計段階においてＶＥを実施することは、設計条件が曖昧であっ

たり、対象物のコストが十分把握できない段階であったり、ＶＥ検討を厳密に行うこ

とが難しい段階とも言える。 
 しかしながら、上流段階のＶＥは、見直しの自由度が高いことから、コストと機能

のバランスを考慮した最適設計が容易な段階であり、入札時ＶＥや契約後ＶＥに比べ

てＶＥの効果が高いと考えられ、ここに発注機関において設計ＶＥに取り組む意義が

ある。 

事業企画・計画 

基本設計 

実施設計 

入札 

施工 契約後ＶＥ 

入札時ＶＥ 

入札・契約方式 

設計ＶＥ 

工事発注 
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２）設計ＶＥの効果 
 県において、設計ＶＥに取り組むことにより期待される効果としては、次の点があ

げられる。 
①公共事業価値の向上 

 公共事業の機能やコストは、計画・設計段階で大方決まると言っても過言では

ない。しかしながら、現在の設計プロセスでは、間違いのない確かなものもある

が、必要な機能にかけるコストが最適かといった検証がなされているとは言い難

い。実際、工事実施段階にある設計の中には、工夫すべき余地が残されている事

例も見受けられる。 
 設計ＶＥは、現在の計画や設計を否定するものではなく、より最適な設計の提

案を検討するものである。 
 なお、現在の設計に改善すべきマイナス要素が潜在化する要因としては、次の

ような事柄が考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表－１ 潜在するマイナス要因（例示） 
 
 
 
②発注者の技術力向上・伝承 

 設計ＶＥは、職員で構成するワークショップによって検討が行われるが、この

検討を通じて、行政組織内の技術職員（インハウス・エンジニア）相互の技術力

向上に繋がることが期待できる。また、多様な年代構成によりワークショップを

実施することにより、技術的事項の検討を通じて、実務経験豊かな技術者の経験・

視点・発想などを若手技術者に伝承する場になることも期待できる。 

担当者の異動（潜在化）間違った解釈 基準類への依存 

不十分な改善意識 現状維持の姿勢 情報の不足 

横並び思考 変更・手戻りへの躊躇 必要条件への執着 

習慣的な思考 時間的な圧力 条件の先行決定 

（例示） 
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２．３ 設計ＶＥの推進に関する基本方針 
 

１）推進に関する取組体制 
 本県においては、次の基本方針に基づき設計ＶＥの取り組みをすすめることとする。 

 
①さらなるコスト縮減や品質・機能の向上により県民ニーズに対応した施設やサービ

スを提供するため、建設交通部と農林水産部が実施する事業において、設計ＶＥを

積極的に実施するものとする。 
②設計ＶＥが、効率的かつ効果的に実施され、事業プロセスへの定着を図るため、必

要なマニュアル等の整備を行うとともに、設計ＶＥ推進専門部会やＶＥサポート・

コアメンバーなどを設置し、設計ＶＥの推進及び支援に取り組む。また、設計ＶＥ

に関する基礎知識及び実践的手法の修得を図るため、設計ＶＥに関する職員研修を

階層的に実施し、円滑な導入に努める。なお、職員の技術力向上を図るため、その

他の職員研修等も計画的に実施する。 
③設計ＶＥの円滑な導入と定着を図るために、事業課や地域振興局ごとにワーキン

グ・グループ（以下「ＷＧ」という。）を設置し、できるだけ簡易なレベルから段

階的に設計ＶＥの検討に取り組むものとする。また、必要に応じて建設交通部と農

林水産部の事業各課を横断する専門検討チームを設置し、設計ＶＥの検討に取り組

む。 
   ④本県の実情に照らし、段階的に導入・定着を図る。 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        図－２ 設計ＶＥの推進に関する取組体制 

設計ＶＥ推進専門部会 
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２）設計ＶＥの実施形式及び方式 
 設計ＶＥは、原則として「ワークショップ形式」で実施するものとする。 
 また、ワークショップのメンバー構成によって、次の３つの方式があるが、当面は

「インハス設計ＶＥ」を基本として実施し、必要に応じて他の方式により実施するこ

とができるものとする。 
①「インハウス」設計ＶＥ 

県庁内部（インハウス）の技術職員から構成されるワークショップにより実施す

る方式。（対象案件によって、受益者もメンバーの構成員とする） 
②「インハウス＋外部」設計ＶＥ 

県庁職員とコンサルタント等の外部メンバーから構成されるワークショップに 

    より実施する方式。 

②「外部」設計ＶＥ 
コンサルタント等、組織外部のメンバーにより設計ＶＥ検討を依頼して実施する

方式。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－１ ワークショップ形式によるインハウス設計ＶＥ
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３．設計ＶＥガイドライン（基本的な進め方） 

 
３．１ 基本原則 

 設計ＶＥは、これまでの計画や設計の成果（原案）を否定するものではなく、より

良い設計を目指し、さらに改善余地の可能性があることを前提として、設計者以外に

よる見直しを通して、より価値の高い改善提案を見出そうとする取組である。 
 設計ＶＥの実施にあたって、設計ＶＥの視点と基本原則を整理すると、次のとおり

である。 
 
１）設計ＶＥ活動の視点 

  ①顧客本位の考え方 
 公共事業で提供する施設やサービスは、その利用者・受益者である県民の

立場に立って考え、どのような機能（役割）が求められているかを追求する

ことが、設計ＶＥの基本的な視点である。 
 

  ②機能中心のアプローチ 
 改善提案を見出そうとする際に、まず求められている機能という本質的な

部分に立ち返って検討する。どの機能にどれだけのコストをかけているか、

コストと求められている機能との間にアンバランスがないかを検討し、そこ

から改善提案を創造して行くアプローチである。 
 

  ③組織的な努力 
 ＶＥの定義のところでも触れたが、様々な部門の専門知識や技術を持った

メンバーを集めて行うことが基本である。このメンバー全員が必要な情報を

共有し、目標の達成に向けて共通基盤に立って活動を行うことによって、個

人のレベルをはるかに越えるアイデア発想に繋がって行く。 
 
２）設計ＶＥ活動における基本原則 

①設計ＶＥは、原案を否定するものではなく、より良い設計を目指すための取組で

ある。 
 
②原案の設計者以外の複数のメンバーから構成されるワーキングチームを組織し、

設計者とは異なった視点から原設計以上の価値向上を目指すものである。 
 
③検討対象を「モノ本位」で捉えるのではなく、対象が本質的に求められている機

能とそれにかかるコストを把握するための分析を行い、機能の確保・向上ととも

に、機能をより経済的に達成するための手段・方法を検討する取り組みである。 
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図－３ 設計ＶＥの概念 

ｺｽﾄの最適化［C］ 

通常の改善 

ＶＥによる改善 

現状の設計 改善後の設計 

要求されて 
いる機能［F］

抽象化 

具象化 

ゼロベースからの構築 

モノ本位のｱｲﾃﾞｱ発想 

機能分析 機能本位の 
ｱｲﾃﾞｱ発想 

 
Ｖ（価値）＝Ｆ（機能）／Ｃ（コスト） 
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３．２ 対象業務の選定 
 
  設計ＶＥの検討対象業務は、全ての業務が対象となりうるが、当面は、以下に示すよ

うに、代替案が見いだせる可能性が高い設計業務を対象とする。 

 

① 規模の大きな事業 

② 高度な技術を要する事業 
③ 大規模な構造物 
④ 施工条件に制約が大きい等の設計業務 
⑤ 規模の大小に関係なく、明確な課題のある事業 

 
 なお、対象業務選定を行うための規模・内容等に関する判断基準は、これまで試行

的に実施した案件の結果等を踏まえた上で整備していくものとするが、当面の間は、

事業課や地域振興局と技術管理室が協議の上、選定することとする。 

 また、規模・内容等が必ずしも特別な場合でなくとも、ワークシートを活用した簡

易な設計ＶＥ手法は、比較的事務量を増大させることなく実施することが可能である。

このため、今後すすめる設計業務においては、基本的なＶＥ実施手順を理解した上で、

簡易な設計ＶＥ手法を中心に検討を行うこととする。 
 
 一方、厳密に設計ＶＥのステップを踏むものでは無いが、設計ＶＥの基本的概念を

念頭に置き、より簡易なワークシートなどを用いて設計内容を概括的に点検する「設

計マクロチェック」がある。これは、あまり時間をかけなくとも実施できるので、比

較的多くの業務を対象として取り組むことができ、コスト縮減や機能向上の観点から

も有効である。このため、県としてはこれらも広い意味で設計ＶＥの取組と捉え、予

算要望時期など適切なタイミングにおいて実施するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 設計ＶＥの検討レベルと効果のイメージ 

設計ＶＥ 

簡易設計

ＶＥ

設計マクロ 
チェック 

取り扱い件数 

 

Ｖ
Ｅ
効
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 表－２  設計ＶＥと簡易設計ＶＥ等の比較    

        

区分 検討手順・内容等  

 

 

設計ＶＥ 

・３．４に示すＶＥの基本的な手順（５つのステップと１２の手順）に基

づいて、設計段階で実施するＶＥ検討。 

・規模の大きな事業や、高度な技術を要する事業、大規模な構造物、

設計条件に制約が大きい等、代替案を見いだせる可能性が高い設

計業務を対象とする。 

・検討に時間を要するが、一般的に上記のような対象業務について

は、高いＶＥ効果が期待できる。 
 

 

 
簡易設計ＶＥ 

・３．４に示すＶＥの基本的な手順（５つのステップと１２の手順）を簡

略化又は一部省略した手順で実施するＶＥ検討。 

・規模の大小に関係なく、明確な課題のある事業など、上記の「設計

ＶＥ」で取り扱う以外の設計業務を対象とする。 

・主に振興局や事業課で、比較的短時間で実施する。  

 

 
設計 

マクロチェック 

・設計ＶＥにおける「機能本位」「目的指向」の考え方を念頭におきな

がら、技術的経験等に基づき、設計内容を概括的に点検するもの。 

・事業課が、予算要望ヒアリングの機会などで実施する。 

・必要に応じて、１～２枚程度のより簡便なワークシートを用いて検討

を行う。 
 

        
 
 
      また、ＶＥは価値改善に有効な手法であることから、設計以外の分野におけるソフ

トＶＥにも取り組むこととする。
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３．３ 実施時期及び検討内容 

 
  設計ＶＥの実施時期は、原則として、以下の３つの段階に応じて実施するものとする。

ただし、設計内容の改善を図るため、基本設計や詳細設計完了後、これらの既設計の

見直しを行う場合においても適用可能である。 
 

 基本計画段階；基本計画着手後の原案の形が見えてきた段階 
 
 基本設計段階；基本設計着手後の原案の形が見えてきた段階 
 
 詳細設計段階；詳細設計着手後の原案の形が見えてきた段階 

 
（解説）  

基本計画：設計の基本業務として設計対象となる各種施設の基本的諸元や配

置計画を設定するものとする。公園や建築における基本計画等が該

当する。 
基本設計：工事直前の実施設計に使用する詳細設計以外の設計を基本設計と

し、概略設計、予備設計はこれを基本設計に含むものとする。 
詳細設計：実測平面図、横断図、基本設計成果品、地質資料、設計条件等に

基づき、工事発注に必要な平面図、縦横断図、構造物の詳細設計図、

設計計算書、数量計算書等を作成するものである。なお、実施設計

は、この詳細設計に含めるものとする。 
 

 なお、設計ＶＥの実施にあたっては、「表－３ 設計ＶＥ実施時期及び検討内容」を

踏まえ、必要な情報等を整理しておく必要がある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図－５ 設計ＶＥ手法と実施段階の組み合わせイメージ 

手法 

インハウス 
設計ＶＥ 

「インハウス＋外

部」設計ＶＥ 

外部設計ＶＥ 

設計段階 

基本計画 

基本設計 
（概略・予備） 

詳細設計 

実施主体 

振興局レベル 
 

事業課 

建設交通部 
農林水産部 
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表－３ 設計ＶＥ実施時期及び検討内容 
区分 実施時期 検討事項  

基

本

計

画

Ｖ

Ｅ 

（検討対象） 
・基本計画（原案）に関して検討

する。 
（検討のねらい） 
・基本計画着手後（原案の形が見

えてきた段階）に実施。 

・基本計画業務の途中に幅広い観

点からＶＥ検討を実施。 
・基本計画の改善を目指す。 

①基本計画 

 施設配置計画等 
②設計条件 
 用地条件、施工条件、地質条

件、制約条件等 
③構造物形式等 

 

基

本

計

画 

基

本

設

計

Ｖ

Ｅ 

（検討対象） 
・基本設計（原案）に関して検討す

る。 
（検討のねらい） 
・基本設計着手後（原案の形が見

えてきた段階）に実施。 

・基本設計業務の途中に幅広い観

点からＶＥ検討を実施。 

・基本設計の改善を目指す。 

①基本計画 

 施設配置計画等 
②設計条件 
 用地条件、施工条件、地質条

件、制約条件等 
③設計計画 
 構造形式（比較検討）、構造

諸元 

 
基

本

設

計

∧

概

略

予

備

∨ 

 

詳

細

設

計

Ｖ

Ｅ 

（検討対象） 
・詳細設計（原案）に関して検討す

る。 
（検討のねらい） 
・詳細設計着手後（原案の形が見え

てきた段階）に実施する。 

・詳細設計業務の途中に幅広い観点

からＶＥ検討を実施。 

・詳細設計の改善を目指す。 

①設計条件 

 用地条件、施工条件、地質条

件、制約条件等 
②設計計画 
 構造諸元等、仮設計画、施工

計画 

 

詳

細

設

計 

 
 詳細設計内容の改善を図るため、既設計の見直しを行う場合は、基本設計着手前、

詳細設計着手前、詳細設計完了後も実施可能であるが、再設計を必要とする場合には、

予算措置等について事業課と調整を図ることが必要である。 
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３．４ 実施手順 
 

 設計ＶＥにおいて、改善の大きな成果を得るためには、原設計案にとらわれない自

由な発想が望まれる。そのためには、要求される機能を明確にし、原設計案を離れて、

必要な機能を果たすアイデアを多く発想することが必要である。 
  設計ＶＥの基本的な実施手順を、表－４に示す。 

 
表－４ 設計ＶＥの実施手順 

実施手順 実施項目 概    要 

①情報収集 
 対象物の関連情報（要求事項、構成要素、制約条件・

問題点、コスト等）を収集・整理する。 

②機能の定義 
 収集した情報を元に、ＶＥ対象の構成要素の持ってい

る機能を明確にする。 

ステップ１ 
 

機能定義 
③機能の整理 

  定義された機能を機能系統図として、機能を体系的に

整理する。 
④機能別 
コスト分析 

  機能分野別に現行コストを算出する。 

⑤機能の評価 
  機能分野ごとの価値を判断するため、対象分野の目標

コストを設定した後、機能分野ごとに重要度比率を設定

し、機能評価値を算出する。 

ステップ２ 
 

機能評価 

⑥対象分野の選定 
  機能分野ごとに価値の程度とコスト低減余地を比較

した上で、現行方法の価値の低い分野を選定し、改善検

討すべき機能分野の優先順位をつける。 

⑦アイデア発想 
  選定した機能分野に対して、機能本位に可能な限り自

由に、アイデア発想を行う。（否定・批判厳禁）。 

⑧概略評価 
  発想したアイデアを技術的可能性、経済的可能性とい

った観点から、個々のアイデアごとに概略評価を行い、

アイデアを絞り込む。 

⑨具体化 
  概略評価で選択したアイデアの利点・欠点の分析、欠

点の克服、洗練化を行う。洗練化された個々のアイデア

を組み合わせ、総合代替案にまとめて行く。 

ステップ３ 
 

代替案作成 

⑩詳細評価 
  価値向上が期待できる代替案を選択するために、技術

性、経済性を詳細に評価し、提案すべき代替案を選択す

る。 
ステップ４ 
提案書作成 

⑪提案の 

とりまとめ 
  検討した結果を、プレゼンテーションするため、ＶＥ

提案書にとりまとめる。 
ステップ５ 
ＶＥ審査 

⑫ＶＥ審査 
  ＶＥ提案書をもとに、本庁事業課において、採否を決

定する。 
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 次に、事前活動を含めた標準的な設計ＶＥの実施フローを図－６に示す。 
 

図－６ 設計ＶＥの標準的な実施フロー 
 
                                     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ＶＥチーム編成 

情報収集 

事前調整打合せ 

（現地調査） 

（ステップ１） 
機能定義 

（ステップ２） 
機能評価 

（ステップ３） 
代替案作成 

（ステップ４） 
提案書作成 

（ステップ５） 
ＶＥ提案の審査 

事

前

活

動 

Ｖ

Ｅ

ワ

ー

ク

シ

ョ

ッ

プ 

ＶＥチームを編成する（所属長のリーダー指名、リーダ

ーによるメンバー選定）。 

ＶＥチームリーダーは、原案設計担当者から、ＶＥワ

ークショップ実施に必要な資料を収集する。 

ＶＥチームのメンバーは、必要に応じて現地調査を行

う。 

ＶＥチームリーダー及びメンバーは、ＶＥワークショッ

プ運営の事務連絡と資料事前配付等のため全員参加の

打ち合わせを実施する。 

①設計担当者（発注者）は、ＶＥチームに対して概要

説明を行い、チームからの質疑に応ずる。 

 

②対象の構成要素に基づいて、機能を定義する。 

③定義した機能を体系化し、機能系統図を作成。 

④機能系統図上で、対象とする機能のレベルと機能分野

を定め、現行コストを機能に配分する。 

⑤目標コストを各機能分野に配分し、チームの合意によ

って、機能評価値を設定する。 

⑥価値の程度及びコスト低減余地の大小を勘案して、代

替案検討に着手すべき機能分野の順位を決定する。 

⑦機能を満足するアイデアを発想する。 

⑧アイデアの経済性、技術的可能性を評価する。 

⑨良い評価を得たアイデアをスケッチ化するなど具体

化を行う。 

⑩具体化したアイデアの技術性・経済性を再度評価し、

その結果、最善のものを代替案とする。 

⑪ＶＥチームリーダーは、ＶＥ検討結果を提案書として

とりまとめ、所属長に提出する。 

⑫ＶＥ提案書をもとに、所属課・所ごとにＶＥ審査

を実施し、採用の可否を検討する。 
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 なお、事前活動は、実際のＶＥワークショップ開始日の２～３週間程度前から開始

することが望ましい。また、ＶＥワークショップとして取り組む「第１ステップ」か

ら「第４ステップ」については、メンバーの設計ＶＥに関する習熟度にもよるが、そ

れぞれ半日から１日程度の時間を確保することが望ましい。密度の濃い検討を行い、

設計ＶＥの目標を達成するためにも、予めタイムスケジュールを立案しておくことが

有効である。 

 
３．５ 設計ＶＥの詳細実施手順 
 

 設計ＶＥの実施手順の詳細については、別途「設計ＶＥ実施マニュアル」によるも

のとする。 
 なお、当面は国土技術政策総合研究所（以下「国総研」と呼ぶ。）の「設計ＶＥガ

イドライン（案）」をこのマニュアルを代替するものとし、これを参考としながら実

践を重ね、県版の「設計ＶＥ実施マニュアル」の整備を図るものとする。 
 参考：国土技術政策総合研究所 「設計ＶＥガイドライン（案）」の 

ホームページアドレス   http://www.nilim.go.jp/lab/peg/sve_guide.htm 
 
３．６ 簡易設計ＶＥ 
 

 設計ＶＥの各ステップを、国総研ガイドラインなどが示す手順で実施することは、

ＶＥの本質的な効果を発揮する上で重要である。しかし、一方で時間がかかり事務的

な負担が大きいことも否定できない。このため、本県の実情に照らしながら、多くの

設計成果を対象として広く設計ＶＥの導入・普及を図るために、より簡便な手法が求

められている。 

 
①ＷＡＶＥ法 
 最近、ＶＥの効果を短時間で挙げることが可能な「ＷＡＶＥ法」を建設業に導入す

る動きが広がりつつある。 
  ＷＡＶＥ法（Working group Approach to ＶＥ）は、日常的な小集団活動に活用

できるＶＥ手法として開発されたものである。 
 
 この方法の特徴は、テーマ（検討課題）の選び方に焦点を当て、それからいかにし

て機能を分析し、アイデア発想して行くかといった手順をシステム化したところにあ

る。さらに、各検討ステップに対応したワークシートを埋めて行くことにより効率的

にＶＥ活動が進められるようになっていることから、「Worksheet Approach to Ｖ

Ｅ」といった意味合いも含んでいる。 
 

 ＷＡＶＥ法については、「建設業のためのＷＡＶＥ法テキスト 建設業のためのＷ

ＡＶＥ法研究会・編 社団法人 日本バリュー・エンジニアリング協会 2004.12」な

どに手順やワークシートが紹介されている。 
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表－５ ＷＡＶＥ法による簡易設計ＶＥの実施手順（参考） 
ステップ 

（表－４との関係）

手順 検討内容 

ス

テ

ッ

プ

１ 

テーマさがし

（検討対象の課

題点を探る）

①・⑥ 

 

手順１～手順５

 
（ﾜｰｸｼｰﾄ１） 

・対象の関連情報（制約条件、設計条件等）を収

集・整理する。 

・原設計の構成内容について課題・問題点を整理

するチェックリストを作成する。 
・チェックリストに基づき、改善すべき課題（テ

ーマ）と改善目標を決定する。 
・取り上げたテーマ（課題）が、どのような構成

要素で成り立っているかを把握し、それがどのよ

うな「役割（機能）」を、果たしているかを 

 何のため  

ス

テ

ッ

プ

２ 

役割さがし 

② 

手順１～手順５

 
（ﾜｰｸｼｰﾄ２）  という質問で問い、改善しようとする「役割（機

能）」を明確化する。 
ス

テ

ッ

プ

３ 

アイデアさがし

⑦ 

手順１～手順５

 
（ﾜｰｸｼｰﾄ３，４）

・その「役割（機能）」を果たすアイデアを数多

く出す段階で、その着眼点となるキーワードを

もとにアイデアを増やし、その後に有効な改善

策に絞り込む。 

ス

テ

ッ

プ

４ 

提案・まとめ

⑧～⑪ 

 
（ﾜｰｸｼｰﾄ５，６）

・選び出した改善案を検証して実現性を確認し、

それを「改善提案書」にまとめ、提出する。

ス

テ

ッ

プ

５ 

審査 

⑫ 

 

・改善提案書を所属課・所において審査し、提案

の採否を決定する。 

 
 
 
 
②「２時間ＶＥ」 
 先に述べたように、ＶＥが価値向上の方法として有効な手法であることは分かっていて

も、ＶＥを基本的な手順に沿って行うと、「検討する時間がない」、「やり方がめんどう」

等の理由から、なかなかＶＥ活動が進まないことも懸念される。 
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そこで、対象とする案件が「複雑・高度・大規模」なものでない場合、より効率的にＶ

Ｅ効果を発揮できるやり方が求められており、このようなニーズに対応する方法として、

最近「２時間ＶＥ」が提案されている。 

 

「２時間ＶＥ」は、ＶＥの各ステップを質問形式にした２枚のワークシートを用い、そ

れに従って実施するもので、効率的にＶＥ検討を行えるように工夫したものである。 

 

「２時間ＶＥ」については、「２時間ＶＥの進め方」（中部支部・建設ＶＥ研究会編社

団法人 日本バリュー・エンジニアリング協会 2005.8）に手順やワークシートが紹介

されている。 

 

     ２時間ＶＥのワークシート構成 

◆ワークシート１ 

左半分 右半分 

・ 原設計の略図 

・ 選定理由 

・ 構成要素 

・ 価値向上の状況 

・ 改善案の内容 

・ 利点と欠点克服アイデア 

・ 詳細評価 

 

◆ワークシート２ 

左半分 右半分 

抽象化 

目的  ←  手段 

機能  ←  設計・計画 

具体化 

目的 → 代替手段 

 機能 → 改善された設計・計画 

 

③当面の取組方針 

 地域振興局や事業課において設計段階のＶＥを実施する場合は、当面の間、この「ＷＡ

ＶＥ法」や「２時間ＶＥ」などをベースとした「簡易設計ＶＥ」を中心に取り組むものと

し、今後ワークシートに工夫を重ねながら、秋田県版「簡易設計ＶＥマニュアル」の整備

を図るものとする。 

 

 なお、「簡易設計ＶＥ」を実施する場合においても、ＶＥ効果をより発揮するためには

基本的な設計ＶＥの考え方や手順を十分理解した上で取り組む必要がある。 

 

 各ワークシートについては、参考資料編にあるシートが活用できる。なお、ワークシー

トは、実践を重ねながら、本県の設計ＶＥで実施しやすいように順次改良を加えて行くも

のとする。 
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３．７ 設計ＶＥの検討体制 
 

１）検討チームの設置 
   設計ＶＥの実施にあたっては、どのような体制で実施するかが、その後の検討結果

にも影響するので、検討スケジュールなどを考慮しながら、現実的に対応可能な検討

体制を構築することが重要である。 
 
  インハウスで実施する設計ＶＥは、本庁事業課のみならず、地域振興局など、あらゆ

る場面で展開されることが望ましい。 
 ここでは、インハウス設計ＶＥを実施する場合の標準的な取り組み体制について、

実施する主体ごとに、３つの階層（レベル）に設置することを想定する。なお、これ

は標準的な体制であることから、検討対象によっては、さらに柔軟に体制を構築する

ことも可能である。 
 

表－６  設計ＶＥの検討チーム設置レベル 
 検討チームの設置 実施のタイミングと手法 
振

興

局

レ

ベ

ル 

 振興局等が主体となって設置する。 

メンバーは各地域振興局の職員から

構成される。また、複数の振興局が連

携して実施することも考えられる。 

 振興局等が実施した設計について、所

定の成果が得られ、設計ＶＥ提案の反映

が可能な時期に実施する。 

  主に簡易設計ＶＥを中心に取り組む。 

事

業

課

レ

ベ

ル 

 事業各課が主体となって実施する。 
 メンバーは、本庁の事業課職員を中心

に構成する。 

 本課や振興局等が実施している設計

について、所定の成果が得られ、設計Ｖ

Ｅ提案の反映が可能な時期に実施する。

  主に簡易設計ＶＥを中心に取り組む。

また、翌年度の予算要望や事業実施前の

ヒアリング時期に行う「設計マクロチェ

ック」も取り扱う。 

部

レ

ベ

ル 

  建設交通部・農林水産部の組織を横断

するメンバーから構成される専門検討

チームにより実施する。 

  規模の大きな事業、高度な技術力を要

する事業、大規模な構造物、設計条件に

制約が大きい等、代替案を見いだせる可

能性が高い設計業務を対象として取り

扱う。 
  当面は、事業課と技術管理室で協議し

た上で、対象案件を選定し、検討を実施

するものとする。 
 主に、基本的な設計ＶＥ実施手順に基

づく検討を取り扱うものとする。 
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２）メンバー選定の考え方 
 設計ＶＥの検討体制は、画一的なものではなく、検討対象の設計段階や内容に応じ

て柔軟にメンバーを選定し、構成すべきである。 
  ここでは、どのような人材が求められるかを中心に解説する。 
 
  設計ＶＥに参画するメンバーは、全員が設計ＶＥの考え方・プロセスを理解している

ことが望ましい。 

  一般論としては、一定水準以上の技術力を有する技術者をメンバーにすることが望ま

しいが、新たな発想を求める観点や技術力の向上を図る観点から、若手技術者を加え

ることも有効である。 

 ただし、ＶＥに関する知識を持っていない職員を参加させる場合は、効率的なＶＥ

活動を実現するために、基本的なＶＥの考え方やプロセスについて事前に教育してお

く必要がある。 

 
 また、原設計にとらわれない発想を追求する観点から、原設計に携わる担当者（発

注者）以外からメンバーを選定することが望ましい。 
 
①メンバーの選定方法 
 ＶＥチームリーダー 

 ＶＥに関する考え方やプロセスを理解しており、ＶＥ活動を実施するメン

バーを動機づけ、自ら先頭に立ち改善提案実現に向け、リーダーシップを発

揮する人材を選定することを原則とする。 
 ＶＥに関する研修等を通じてＶＥワークショップの経験を有し、リーダー

シップを発揮することができる人材を、所属長が選定する。 
 
  ＶＥチームメンバー 

 ＶＥに関する基本的知識を有し、対象テーマに関する知識と経験を有する

人材を選定する。 
 人材選定は、ＶＥに関する知識や業務の難易度、担当者のスケジュール等

を考慮し、所属長が選定する。 
 

②メンバー数 

 ＶＥチームの構成人員は、６～８人構成を標準とするが、業務特性に応じて設

定することもできるものとする。 

 

③ＶＥチーム・メンバーの心構えとチーム・リーダーの役割 

 ＶＥ活動により価値向上を実現するためには、参加者の経験と知恵の結集が必

要である。チームを構成する各メンバーは、保有する経験や知識をいかんなく発

揮するとともに、活発な相互作用により一段と優れた問題解決を促進しなければ

ならない。 
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チームと個人の関わり方について予め理解し、有効なチーム・デザインをすす

めて行くことが大切である。 

 

ＶＥチームの参加メンバーの心構えとチーム・リーダーの役割を次表に示す。 

 
ＶＥチーム参加者の心構え 

① 職場における職制から離れること 
② 欠席、遅刻をしないこと 
③ 明確な目標を設定し、その達成に努力すること 
④ 必要な情報を時間内に収集するように努力すること 
⑤ 自由奔放に多くのアイデアを出すように心がけること 
⑥ 各種の障害を乗り越える努力をすること 
⑦ 柔軟な精神を持って積極的に行動すること 
⑧ 意志決定における態度の変革を行う。モノの見方を変えるように心がけること

⑨ チームワークを高めるように全員が努力すること 
⑩ 「必ず成果を上げる！」という信念、緊迫感を持つこと 

 
 

ＶＥチーム・リーダーの役割 
① 実施手順、日程計画の立案 
② 出欠状況の確認と記録 
③ チーム・メンバーに対する動機付けと問題事項の明確化 
④ チーム・メンバーの意志統一 
⑤ 各会合の進行と司会 
⑥ 各会合における所要時間の記録 
⑦ ＶＥ実施手順の推進と実施統制 
⑧ 進捗状況の確認と遅延対策 
⑨ 各会合におけるチームの活動のとりまとめ 
⑩ チームワークを高めるよう努力する 

 
 
３）外部支援を活用する場合 

 本県では、職員の技術力向上の観点から、発注者が主体となってＶＥ検討を実施す

る「インハウス設計ＶＥ」を原則としている。しかし、課題解決に向け発注者に不足

する高度な専門技術等を補足する必要がある場合など、外部専門家を活用することが

有効と考えられる場合は、外部アドバイザーの支援を求めることもあり得る。 
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３．８ 設計ＶＥの推進及び支援体制 

 
１）「設計ＶＥ推進専門部会」 

  本県において設計ＶＥを積極的かつ継続的に推進し、業務プロセスへの定着化を図る

ため、建設交通部・農林水産部内に「設計ＶＥ推進専門部会」を設置し、次の取り組

みをすすめるものとする。 
  

   ①建設交通部・農林水産部における設計ＶＥの推進に係る施策の検討 
  ②振興局、事業課における設計ＶＥの取り組みの支援 
  ③設計ＶＥに関する情報収集・研究 

 
   また、「設計ＶＥ推進専門部会」は、公共事業技術委員会の承認を得た上で、その

専門部会として位置づけるものとする。なお、この推進専門部会は、主として設計Ｖ

Ｅの推進に係る施策検討を担うものであり、個別の対象業務について設計ＶＥ検討を

行う「専門検討チーム」とは位置づけを異にするものである。 
 

２）職員研修 
 設計ＶＥを正しく理解し、その必要性を共通に認識し、一体となって設計ＶＥ活動

を推進して行くため、以下の職員研修を実施する。 
 

  ①総合研修 
  対象：管理者（部長、所長等）、監督者（事務所課長、班長等） 
  目的：設計ＶＥの必要性について理解、支援を得るため 
    日数：２時間程度／年 
    主催：建設交通部 

 

②ＶＥ基礎研修 
対象：主幹～技師（主事）級 
目的：設計ＶＥの演習を通じた実務能力向上。ＶＥのメンバー養成。      
日数：２～３日間程度／年 
主催：建設交通部 

 
③ワークショップリーダー研修 
対象：ＶＥの推進に意欲的に取り組んでいる職員 
目的：ＶＥワークショップを的確に運営できるリーダーの養成。      
日数：１～２日間程度／年 
主催：建設交通部 

 
 その他、設計ＶＥに関する講習会や派遣研修を実施し、設計ＶＥの理解と普及に取

り組むものとする。 
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３）マニュアル等の整備 
 設計ＶＥや簡易設計ＶＥの実施手法については、実践・試行を積み重ねながら、本

県の実状に適合したものに育て上げて行くことが重要である。このため、段階的に実

施マニュアルの整備を図るものとする。 

 
３．９ 対象業務選定の事務手続き 

 
 設計ＶＥの検討対象業務の選定にあたっては、次によるものとする。 
 

 ①技術管理室長は、年度末に本庁事業課長（以下「担当課長」という。）等に対し

て、次年度の設計ＶＥ候補業務及び簡易設計ＶＥ予定業務の選定を依頼する。 
 ②担当課長は、振興局や事務所と調整した上で、設計ＶＥ候補業務及び簡易設計Ｖ

Ｅ予定業務を、技術管理室長あてに提出する。 
 ③技術管理室は、担当課長から回答があった業務のうち、設計ＶＥ候補業務（部レ

ベル）については、「設計ＶＥ推進専門部会」において選定審査を行い、その結

果を担当課長に報告するものとする。当専門部会で選定された場合、当該設計業

務については、専門チームを編成し、設計ＶＥを実施することとする。 
 ④簡易設計ＶＥ予定業務については、各担当課及び振興局等において、時期を失す

ることのないよう、適切なタイミングで簡易設計ＶＥを実施するものとする。 
 ⑤「設計ＶＥ推進専門部会」は、今後のＶＥ活動に役立てるため、ＶＥ活動の成果

を集積するものとし、各担当課及び地域振興局等は、設計ＶＥの最終成果がまと

まった段階で、事務局（技術管理室）あてに報告し、成果の共有化を図る。 

 
 

 
事務局 

（技術管理室） 
事業課 振興局 

設計ＶＥ候補業務 
簡易設計ＶＥ予定業務 

設計業務 設計業務 

設計ＶＥ対象業務の選

定③ 

専門検討チームの編

成・検討実施 
事業課WGの編成・検討

実施④ 
振 興 局 WG の 編

成・検討実施④ 

ＶＥ成果 ＶＥ成果 ＶＥ成果の集積・共有

化 

① 
照会→ 

⑤ 
←報告 

⑤ 
←報告 

図－７ 対象業務選定の事務手続き 

① 
照会→ 

② 
←提出 

② 
←提出 
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４．おわりに 
 
 

 本ガイドラインを参考にし、設計ＶＥを実践・試行することにより、その活用の効

果や課題などの検証を行う必要がある。その上で、本ガイドラインの精査を行うとと

もに、本県の実状に照らして取り組みの効率化に資するため、実践・試行事例を収集・

整理・蓄積し、実施マニュアルの整備をすすめるとともに、本ガイドラインの改善を

図っていくこととする。 
 
 本ガイドラインが、本県の公共事業の執行過程における「設計ＶＥ」の実施に寄与

し、さらなるコスト縮減と品質の向上、職員の技術力向上等を通じて、県民のニーズ

に応える建設行政推進の一助となることを切に希望するものである。 
 
 
 
 
【改訂履歴】 
・ H17.8.1   （案）策定 
・ H17.10.20  一部改訂 
・ H21.3.12      一部改訂 
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